
 

 

   定期監査の結果に関する報告について （平成２８年度第１回） 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定により定期監査を実施したので、同条第

９項の規定により、その結果に関する報告を別紙のとおり公表します。 

  

 

   平成２９年３月２３日 

 

                四街道市監査委員 勝 山   信 

                    同     井戸川 員 三 

同         戸 田 由紀子 
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四街道市監査委員 



１ 監査の範囲 

  平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日までに執行された財務に関

する事務の執行等 

  

２ 監査の対象 

 （１）危機管理室 

 （２）経営企画部、総務部、福祉サービス部、健康こども部の各課及び出先

機関 

 （３）会計課 

 （４）議会事務局 

 （５）選挙管理委員会事務局 

 （６）監査委員事務局 

 （７）農業委員会事務局 

 （８）消防本部の各課及び消防署 

   

３ 監査の実施期間 

  平成２８年１０月４日から平成２８年１１月３０日 

 

４ 監査の方法 

監査にあたっては、主に予算の執行及び財産の管理状況について、事前提出

を求めた資料及び提示のあった関係書類を審査するほか、質問事項等により関

係職員から事情を聴取した。 

 



５ 監査の結果 

 

全体的検討事項 

１ 時間外勤務の縮減について 

時間外勤務の縮減については、経営企画部長・総務部長通知により時間外

勤務の上限が月３０時間に見直されたところであり、財政運営及び人事管理

の両面から対応の必要性が増加している。時間外勤務の状況について聴取を

行ったところ、改善が認められる部署がある一方で、特定の職員への偏りや

通知の上限を超えているケースが見受けられた。 

特定の職員に業務が集中すると、公平性の観点から問題があるばかりでな

く、各所属全体の生産性の低下が危惧される。各所属職員の心身の健康に十

分に配慮し、情報の共有化や応援体制の強化に努めるとともに、ワークライ

フバランス推進の観点からも業務の効率化を図るなど、時間外勤務の縮減に

取り組まれたい。 

 

 

２ 備品台帳の整備及び管理状況について 

   発生主義・複式簿記が導入され、統一的な基準に基づく地方公会計を新し

く整備していく中で、市有財産についてその価値を正確に把握することは重

要であるが、備品台帳について、特に所管替えに伴う取得金額が未記入とな

っている箇所が見受けられた。 

引き続き、備品台帳と備品現物の照合を行うとともにその記録を残すなど、

備品台帳を活用した備品の適正な管理に努めるとともに、備品台帳の取扱い

及び活用方法の統一に向け検討されたい。 

 



３ 契約の事務について 

  一般競争入札を行わない額の契約において、予定価格と契約金額が同額の

ものが見られる。これは、見積りを参考に予定価格を設定した場合に多く見

られるが、より透明性を確保する観点から、適正な予定価格を設定して契約

事務を実施されたい。 

 

 

 


